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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期

中間連結会計期間
第78期

中間連結会計期間
第77期

会計期間
自　2024年４月１日
至　2024年９月30日

自　2025年４月１日
至　2025年９月30日

自　2024年４月１日
至　2025年３月31日

売上高 （百万円） 179,729 192,246 384,012

経常利益 （百万円） 12,417 15,201 26,698

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（百万円） 8,438 10,622 18,783

中間包括利益又は包括利益 （百万円） 8,405 14,980 18,499

純資産 （百万円） 167,817 184,688 173,023

総資産 （百万円） 254,563 275,391 278,983

１株当たり中間（当期）純利益 （円） 150.29 188.82 333.84

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益
（円） 148.30 186.85 329.59

自己資本比率 （％） 65.7 66.9 61.8

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） 6,699 9,076 23,279

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △5,899 △3,320 △10,455

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（百万円） △3,041 △3,614 △8,371

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（百万円） 59,277 68,169 66,062

（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

＜概況＞

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、雇用および所得環境の改善を背景に個人消費に持ち直しの動きが見

られるなど緩やかな回復傾向を示した一方で、物価上昇や為替の変動、米国の通商政策の影響など景気の下振れリ

スクもあり、依然として不確実性の高い状況が続きました。

当社グループの係わる電設資材業界は、物流コストや資材価格の上昇などの影響があったものの、大都市圏の再

開発や企業の設備投資需要を背景に底堅く推移しました。また、自社製品の係わる空調業界は、全国的な猛暑など

によりルームエアコンの出荷（国内583万台 前年同期比4.0％増）は堅調に推移しました。

このような情勢のなか、当社グループは中長期的な経営戦略に沿って重点施策を着実に推進するとともに、積極

的な営業活動を展開し、中間期決算として過去最高業績を更新しました。

 

経営成績に重要な影響を与えた要因は、次のとおりであります。

＜売上高＞

売上高は前年同期比で125億17百万円（7.0％）増加し、1,922億46百万円となりました。

電設資材事業は、電設資材全般において物流コストや原材料価格の高騰などによる販売価格の上昇が継続しまし

た。大都市圏の再開発や工場、データセンターなど大型物件向けの納入が好調に推移し、商品別では受配電設備や

空調設備などの販売が増加したほか、第２四半期に電線ケーブル類の販売が伸長しました。その結果、売上高1,306

億１百万円（前年同期比10.0％増）となりました。

産業機器事業は、半導体関連の在庫調整の影響が一部で継続したことで電子部品の販売は伸び悩みましたが、人

手不足に伴う省力化・自動化需要などを背景に製造業における設備投資に持ち直しの動きが見られ、ロボットや制

御機器類の販売が増加しました。その結果、売上高187億20百万円（前年同期比3.9％増）となりました。

自社製品事業は、堅調なルームエアコンの出荷を背景として主力製品である被覆銅管や空調配管化粧カバー「ス

リムダクトシリーズ」などの販売は底堅く推移したものの、前年同期に価格改定前の駆け込み需要が発生したこと

や空調需要の高まる北日本で販売が上振れしたことによる反動減がありました。連結子会社の㈱パトライトにおい

ては、海外向け販売が増加しました。その結果、売上高429億24百万円（前年同期比0.2％減）となりました。

＜売上総利益＞

売上総利益は前年同期比で33億３百万円（10.5％）増加し、346億38百万円となりました。また、売上総利益率は

前年同期比で0.6ポイント上昇し、18.0％となりました。

＜販売費及び一般管理費＞

販売費及び一般管理費は前年同期比で10億76百万円（5.5％）増加し、205億85百万円となりました。これは主

に、当社事業所のメンテナンスに伴う修繕費やシステム関連費用の増加によるものであります。

＜営業利益＞

営業利益は前年同期比で22億27百万円（18.8％）増加し、140億53百万円となりました。また、売上高営業利益率

は前年同期比で0.7ポイント上昇し、7.3％となりました。

＜営業外損益＞

営業外収益は前年同期比で４億75百万円増加しましたが、これは主に、受取配当金の増加によるものでありま

す。

＜特別損益＞

特別損失は前年同期比で１億73百万円減少しましたが、これは主に、前年同期に自社製品事業における売却予定

資産について、帳簿価額を回収可能価額まで減額したことによるものであります。

＜親会社株主に帰属する中間純利益＞

親会社株主に帰属する中間純利益は前年同期比で21億84百万円（25.9％）増加し、106億22百万円となりました。

また、EPS（１株当たり中間純利益）は前年同期比で38円53銭（25.6％）増加し、188円82銭となりました。
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(2) 財政状態の分析

総資産は前連結会計年度末と比べ35億91百万円（1.3％）減少し、2,753億91百万円となりました。これは主に、

売上債権の減少によるものであります。負債は前連結会計年度末と比べ152億56百万円（14.4％）減少し、907億３

百万円となりました。これは主に、仕入債務の減少によるものであります。純資産は前連結会計年度末と比べ116

億65百万円（6.7％）増加し、1,846億88百万円となりました。この結果、自己資本比率は66.9％となりました。

(3) キャッシュ・フローの分析

当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ21億

７百万円増加し、681億69百万円となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞

営業活動の結果得られた資金は、90億76百万円（前年同期は66億99百万円）となりました。これは主に前連結会

計年度末に計上された買掛金などの支払に伴う仕入債務の減少（128億10百万円）、法人税等の支払（46億63百万

円）などがありましたが、前連結会計年度末に計上された売掛金などの回収に伴う売上債権の減少（127億14百万

円）、税金等調整前中間純利益の計上（152億２百万円）などがあったことによるものであります。

＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞

投資活動の結果使用した資金は、33億20百万円（前年同期は58億99百万円）となりました。これは主に定期預金

の払戻（110億円）と預入（120億円）の収支や、関係会社株式の取得による支出（８億90百万円）などがあったこ

とによるものであります。

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞

財務活動の結果使用した資金は、36億14百万円（前年同期は30億41百万円）となりました。これは主に配当金の

支払（44億94百万円）などがあったことによるものであります。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について、重要な変

更はありません。

(5) 研究開発活動

当中間連結会計期間における当社グループ全体の研究開発活動の金額は６億32百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 152,920,000

計 152,920,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）
　 （2025年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年11月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 56,829,800 56,829,800
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数

100株

計 56,829,800 56,829,800 － －

（注）　「提出日現在発行数」欄には、2025年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2025年４月１日～

2025年９月30日

（注）

5,600 56,829,800 8 14,529 8 14,737

（注）　新株予約権の行使による増加であります。
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(5) 【大株主の状況】

  2025年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式（自
己株式を除
く。）の総数に
対する所有株式
数の割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口)

東京都港区赤坂一丁目８番１号 8,487 15.01

株式会社日本カストディ銀行
（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番１２号 3,036 5.37

NORTHERN TRUST CO. (AVFC)　
RE FIDELITY FUNDS
（常任代理人　香港上海銀行東
京支店　カストディ業務部）

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14
5NT, UK
（東京都中央区日本橋三丁目１１番１号）

1,803 3.19

株式会社りそな銀行 大阪市中央区備後町二丁目２番１号 1,596 2.82

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505001
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

ONE CONGRESS STREET, SUITE 1, BOSTON,

MASSACHUSETTS

（東京都港区港南二丁目１５番１号）

1,524 2.69

因幡電機従業員持株会 大阪市西区立売堀四丁目１１番１４号 1,053 1.86

STATE STREET BANK AND TRUST
COMPANY 505224
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

P.O.BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 02101
U.S.A.
（東京都港区港南二丁目１５番１号）

968 1.71

吉川　昌子 奈良県生駒市 805 1.42

JP MORGAN CHASE BANK 385781
（常任代理人　株式会社みずほ
銀行決済営業部）

25　BANK STREET, CANARY WHARF, LONDON,
E14 5JP, UNITED KINGDOM
（東京都港区港南二丁目１５番１号）

732 1.29

野村信託銀行株式会社（投信
口）

東京都千代田区大手町２丁目２番２号 679 1.20

計 － 20,688 36.60

（注）１．日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）、株式会社日本カストディ銀行（信託口）及び野村信託

銀行株式会社（投信口）の所有株式数は、すべて信託業務に係る株式であります。

２．2025年９月19日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、三井住友信託銀行

株式会社及びその共同保有者が2025年９月15日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているもの

の、当社として2025年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況に

は含めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一

丁目４番１号
160,000 0.28

三井住友トラスト・アセット

マネジメント株式会社

東京都港区芝公園一丁目

１番１号
1,434,100 2.52

アモーヴァ・アセットマネジ

メント株式会社

東京都港区赤坂九丁目７

番１号
1,299,100 2.29

計 － 2,893,200 5.09
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３．2023年４月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、エフエムアール

エルエルシ―（FMR LLC）が2023年４月14日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、

当社として2025年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含

めておりません。

なお、その大量保有報告書（変更報告書）の内容は次のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

（株）

株券等保有割合

（％）

エフエムアール　エルエル

シー（FMR LLC）

米国　02210　マサチュー

セッツ州ボストン、サ

マー・ストリート245

5,147,045 9.12

 

(6) 【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2025年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 310,300 － 単元株式数 100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 56,494,900 564,949 同上

単元未満株式 普通株式 24,600 － 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数  56,829,800 － －

総株主の議決権  － 564,949 －

（注）１．「完全議決権株式（自己株式等）」の欄は、全て当社保有の自己株式であります。

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数20個が含まれております。

②【自己株式等】

    2025年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

因幡電機産業株式

会社

大阪市西区立売堀

四丁目11番14号
310,300 － 310,300 0.54

計 － 310,300 － 310,300 0.54

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則

第１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。
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１【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 62,062 64,169

受取手形、売掛金及び契約資産 76,507 66,215

電子記録債権 33,751 31,314

有価証券 15,000 15,000

商品及び製品 22,680 21,842

仕掛品 367 352

原材料及び貯蔵品 2,763 2,636

その他 2,591 2,041

貸倒引当金 △3 △3

流動資産合計 215,720 203,569

固定資産   

有形固定資産   

土地 14,099 14,095

その他（純額） 7,336 7,405

有形固定資産合計 21,435 21,500

無形固定資産 2,673 3,039

投資その他の資産   

投資有価証券 19,974 27,527

その他 19,185 19,762

貸倒引当金 △5 △8

投資その他の資産合計 39,154 47,282

固定資産合計 63,262 71,822

資産合計 278,983 275,391
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2025年３月31日)

当中間連結会計期間
(2025年９月30日)

負債の部   

流動負債   

電子記録債務 7,330 4,990

買掛金 75,028 64,534

短期借入金 232 221

未払法人税等 4,941 3,553

賞与引当金 7,363 3,436

役員賞与引当金 125 94

その他 5,169 4,822

流動負債合計 100,190 81,653

固定負債   

退職給付に係る負債 45 55

その他 5,724 8,993

固定負債合計 5,769 9,049

負債合計 105,959 90,703

純資産の部   

株主資本   

資本金 14,521 14,529

資本剰余金 14,729 14,737

利益剰余金 138,223 144,033

自己株式 △2,756 △1,208

株主資本合計 164,717 172,091

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,861 11,287

繰延ヘッジ損益 △0 △0

為替換算調整勘定 851 782

その他の包括利益累計額合計 7,711 12,069

新株予約権 593 527

純資産合計 173,023 184,688

負債純資産合計 278,983 275,391
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

売上高 179,729 192,246

売上原価 148,394 157,608

売上総利益 31,335 34,638

販売費及び一般管理費 ※１ 19,509 ※１ 20,585

営業利益 11,826 14,053

営業外収益   

受取利息 57 170

受取配当金 514 919

その他 194 151

営業外収益合計 766 1,241

営業外費用   

支払利息 10 11

保険解約損 33 63

為替差損 110 5

その他 20 13

営業外費用合計 174 93

経常利益 12,417 15,201

特別利益   

固定資産売却益 1 3

特別利益合計 1 3

特別損失   

固定資産除却損 1 2

固定資産売却損 － 0

減損損失 173 －

特別損失合計 175 2

税金等調整前中間純利益 12,243 15,202

法人税、住民税及び事業税 3,061 ※２ 3,306

法人税等調整額 743 1,273

法人税等合計 3,804 4,580

中間純利益 8,438 10,622

親会社株主に帰属する中間純利益 8,438 10,622
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

中間純利益 8,438 10,622

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △12 4,426

繰延ヘッジ損益 △1 0

為替換算調整勘定 △18 △68

その他の包括利益合計 △32 4,357

中間包括利益 8,405 14,980

（内訳）   

　　親会社株主に係る中間包括利益 8,405 14,980
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
(自　2024年４月１日
　至　2024年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 12,243 15,202

減価償却費 819 881

減損損失 173 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △2,356 △3,926

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △39 △31

受取利息及び受取配当金 △571 △1,089

支払利息 10 11

売上債権の増減額（△は増加） 14,234 12,714

棚卸資産の増減額（△は増加） △3,305 968

仕入債務の増減額（△は減少） △9,622 △12,810

未払消費税等の増減額（△は減少） △970 △600

預り保証金の増減額（△は減少） 41 101

その他の資産・負債の増減額 222 1,072

その他 151 170

小計 11,031 12,664

利息及び配当金の受取額 568 1,083

利息の支払額 △10 △6

法人税等の支払額 △4,888 △4,663

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,699 9,076

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △11,000 △12,000

定期預金の払戻による収入 8,000 11,000

有形固定資産の取得による支出 △573 △693

有形固定資産の売却による収入 1 5

無形固定資産の取得による支出 △763 △537

投資有価証券の取得による支出 △1,445 △204

関係会社の増資のための支出 － △890

その他 △118 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,899 △3,320

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △0 △1

ストックオプションの行使による収入 887 897

配当金の支払額 △3,915 △4,494

その他 △12 △15

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,041 △3,614

現金及び現金同等物に係る換算差額 22 △35

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,218 2,107

現金及び現金同等物の期首残高 61,495 66,062

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 59,277 ※ 68,169
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【注記事項】

（中間連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

  （単位：百万円）

 
　前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
　　至　2024年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

報酬及び給料手当 5,529 5,924

賞与引当金繰入額 3,451 3,123

運賃及び荷造費 2,317 2,326

 

※２　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」

（実務対応報告第46号　2024年３月22日）第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関す

る国際最低課税額に対する法人税等を計上しておりません。

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

（単位：百万円）

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

現金及び預金勘定 53,277 64,169

有価証券勘定に含まれる合同運用指定

金銭信託
15,000 15,000

預入期間が３か月を超える定期預金 △9,000 △11,000

現金及び現金同等物 59,277 68,169
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（株主資本等関係）

前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年６月21日

定時株主総会
普通株式 3,918 70 2024年３月31日 2024年６月24日 利益剰余金

（注）　１株当たり配当額には、特別配当10円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

 もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2024年10月31日

取締役会
普通株式 3,381 60 2024年９月30日 2024年12月２日 利益剰余金

 

 

当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月20日

定時株主総会
普通株式 4,489 80 2025年３月31日 2025年６月23日 利益剰余金

（注）　１株当たり配当額には、特別配当10円が含まれております。

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後となる

 もの

（決　議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年10月31日

取締役会
普通株式 3,956 70 2025年９月30日 2025年12月１日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2024年４月１日　至　2024年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 118,705 18,018 43,005 179,729 - 179,729

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,071 334 2,481 3,888 △3,888 -

計 119,776 18,353 45,486 183,617 △3,888 179,729

セグメント利益 5,646 829 8,272 14,748 △2,505 12,243

　（注）１．セグメント利益の調整額△2,505百万円には、セグメント間取引消去43百万円、報告セグメントに配分し

　　　　　　ていない全社損益△2,381百万円及びその他の調整額△166百万円が含まれております。全社損益は、主に

　　　　　　報告セグメントに帰属しない売上原価、一般管理費、営業外損益であります。

　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の税金等調整前中間純利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　（固定資産に係る重要な減損損失）

　「自社製品事業」セグメントにおいて、売却予定資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額しており

ます。なお、当該減損損失の計上額は、当中間連結会計期間において173百万円であります。

 

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

中間連結損益
計算書計上額
（注）２ 電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業 合計

売上高       

外部顧客への売上高 130,601 18,720 42,924 192,246 - 192,246

セグメント間の内部売上高
又は振替高

1,250 296 2,685 4,232 △4,232 -

計 131,851 19,016 45,610 196,478 △4,232 192,246

セグメント利益 6,909 753 9,090 16,753 △1,550 15,202

　（注）１．セグメント利益の調整額△1,550百万円には、セグメント間取引消去42百万円、報告セグメントに配分し

　　　　　　ていない全社損益△1,413百万円及びその他の調整額△180百万円が含まれております。全社損益は、主に

　　　　　　報告セグメントに帰属しない売上原価、一般管理費、営業外損益であります。

　　　　２．セグメント利益は、中間連結損益計算書の税金等調整前中間純利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　該当事項はありません。
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（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　　前中間連結会計期間（自 2024年４月１日 至 2024年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業

顧客への出荷時に認識する収益 77,013 17,666 43,005 137,685

顧客による検収時に認識する収益 41,691 352 － 42,043

顧客との契約から生じる収益 118,705 18,018 43,005 179,729

外部顧客への売上高 118,705 18,018 43,005 179,729

 

　　当中間連結会計期間（自 2025年４月１日 至 2025年９月30日）

（単位：百万円）

 
報告セグメント

合計
電設資材事業 産業機器事業 自社製品事業

顧客への出荷時に認識する収益 81,957 18,328 42,924 143,210

顧客による検収時に認識する収益 48,644 391 － 49,035

顧客との契約から生じる収益 130,601 18,720 42,924 192,246

外部顧客への売上高 130,601 18,720 42,924 192,246

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

(1）１株当たり中間純利益 150.29円 188.82円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益

（百万円）
8,438 10,622

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利

益（百万円）
8,438 10,622

普通株式の期中平均株式数（千株） 56,148 56,257

(2）潜在株式調整後１株当たり中間純利益 148.30円 186.85円

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） 752 592

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概

要

―――――― ――――――
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（重要な後発事象）

　（株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更）

　　当社は、2025年10月31日開催の取締役会において、株式分割及び株式分割に伴う定款の一部変更を行うことを

決議いたしました。

 

　①株式分割の目的

　　投資単位当たりの金額を引き下げ、投資家の皆さまがより一層投資しやすい環境を整えることで、当社株式の

流動性の向上及び投資家層の拡大を図ることを目的としております。

 

　②株式分割の概要

　　ⅰ．分割の方法

　　　　2025年11月30日（日曜日）（実質的には2025年11月28日（金曜日））を基準日として、同日最終の株主名

　　　簿に記録された株主の所有する普通株式を、１株につき２株の割合をもって分割いたします。

 

　　ⅱ．分割により増加する株式数

　　　　株式分割前の発行済株式総数　　　　 56,829,800株

　　　　今回の分割により増加する株式数　　 56,829,800株

　　　　株式分割後の発行済株式総数　　　　113,659,600株

　　　　株式分割後の発行可能株式総数　　　305,840,000株

 

　　ⅲ．分割の日程

　　　　基準日公告日　　　2025年11月14日（金曜日）

　　　　基準日　　　　　　2025年11月30日（日曜日）

　　　　効力発生日　　　　2025年12月１日（月曜日）

 

　　ⅳ．新株予約権行使価額の調整

　　　　今回の株式分割に伴い、2025年12月１日以降、新株予約権の１株当たりの行使価額を以下のとおり調整い

　　　たします。

 調整前行使価額 調整後行使価額

第13回新株予約権 2,338円 1,169円

第14回新株予約権 2,628円 1,314円

第15回新株予約権 2,710円 1,355円

第16回新株予約権 2,781円 1,391円

第17回新株予約権 3,205円 1,603円

 

　　ⅴ．１株当たり情報に及ぼす影響

　　　　当該株式分割が、前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合における１株当たり情報は、以下のと

　　　おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2024年４月１日
至　2024年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

１株当たり中間純利益 75.14円 94.41円

潜在株式調整後１株当たり中間純利益 74.15円 93.43円
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　③定款の一部変更

　　ⅰ．変更の理由

　　　　今回の株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、2025年12月１日（月曜日）をもって当社

　　　定款の一部を変更いたします。

 

　　ⅱ．変更の内容

（下線部分は変更箇所を示しております。）

現　行 変更後

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、15,292万株

とする。

（発行可能株式総数）

第６条　当会社の発行可能株式総数は、30,584万株

とする。

 

　　ⅲ．変更の日程

　　　　効力発生日　　　　2025年12月１日（月曜日）

 

　（自己株式の取得）

　　当社は、2025年10月31日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用される

同法第156条の規定に基づき、自己株式取得に係る事項を決議いたしました。

 

　①自己株式の取得を行う理由

　　当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応の一

環として、配当と自己株式の取得を合わせた中期的な総還元性向を60％程度とする株主還元方針を決定いたしま

した。この方針に基づき、株主の皆様に対する利益還元を図るため自己株式の取得を実施いたします。

 

　②取得に係る事項の内容

　　ⅰ．取得対象株式の種類

　　　　普通株式

　　ⅱ．取得する株式の総数

　　　　1,050,000株（上限）

　　　　（発行済株式総数（自己株式を除く）に対する割合　1.9％）

　　ⅲ．株式の取得価額の総額

　　　　4,400,000,000円（上限）

　　ⅳ．取得期間

　　　　2025年11月４日から2026年４月30日まで

　　ⅴ．取得方法

　　　　自己株式取得に係る取引一任契約に基づく市場買付

 

　　当社は2025年12月１日を効力発生日として、当社普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行う予定

であり、株式分割の効力発生日以降は、取得する株式の総数は2,100,000株（上限）となります。
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２【その他】

2025年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

 (イ）配当金の総額………………………………………3,956百万円

 (ロ）１株当たりの金額…………………………………70円

 (ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年12月１日

（注） 2025年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

  2025年11月13日

因幡電機産業株式会社   

 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ 

 大阪事務所  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤川　賢

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 片岡　洋貴

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている因幡電機産業株

式会社の2025年４月１日から2026年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2025年４月１日から2025年９月30

日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中

間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、因幡電機産業株式会社及び連結子会社の2025年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・ 中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・ 中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 

（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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